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1900～10年代のアメリカ合衆国における中等教育としての職業教育の成立

－『中等教育の基本原理』の背景－

横尾恒隆＊

（1998年6月30日受理）

はじめに

今日，日本の高等学校への進学率は9割を超え，当該年齢層の青年のほとんどが通学するよ

うになっている。日本の場合，高等学校への進学率の上昇にともなって，技術教育や職業教育

をほとんど行っていない普通科の生徒の割合が増加して，今日では普通科の生徒が高校生の中

で多数を占めているようになっている。しかし最近普通科の生徒が技術教育や職業教育を受け

ていないことに関して， ①いわゆる「モラトリアム」志向の強まり， ②普通科「底辺校」の場

合，技術教育や職業教育を受けていないため，就職にあたって不利になる等の問題点が指摘さ

れるようになっている。近年の， ①高等学校卒業後の専修学校専門課程への進学者の増加， ②

高等学校での総合学科新設の動きなどは，高校生に対する技術教育や職業教育への要求を反映

したものであるように思われる1）。

これに対しアメリカ合衆国（以下アメリカと略す）の場合，いわゆる総合制－イ・スクール

（comprehenesive high school，cosmopolitan high school）が発達していることもあり，ハイ・ス

クールの生徒の多く（1980年段階で58％）が技術や職業に関する科目を選択しているといわれ

ている2）。

アメリカの中等教育において職業教育の位置づけが問題にされるようになったのは， 1900－

1920年代のことであった。この時期にアメリカの中等教育における職業教育の位置づけが問題

にされるようになった背景には， 1900年には僅か9.0％であった当該年齢層に対する中等学校

の在籍者の比率が1930年には52.0％へと飛躍的に増大するような中等教育の急速な大衆化が

あった。従来から1900－20年代にアメリカの中等教育に職業教育を位置づけるのに大きく貢

献したものとして， ①1906年以降のいわゆる職業教育運動の展開， ②この運動を受けた最初の

職業教育連邦補助法としてのスミス・ヒューズ法の制定（1917年）， ③全米教育協会（NEA）の

中等教育改造委員会の報告書『中等教育の基本原理』 ｛Cardinal Principles of Seconda叩Educa－

tion， 1918年）の提出などを挙げることができる。

しかしこれらの間には，中等段階の職業教育のあり方について見解の相違がみられたことは

よく知られている。すなわち職業教育運動の指導者たちは，職業教育の振興を既存のハイ・ス

クールへの職業教育の導入という形ではなく，初等学校－ハイ・スクールという既存の学校系
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体系とほ別系統に属する職業教育制度の確立をめざしていた。これに対し『中等教育の基本原  

理』は，職業教育を施す望ましい学校形態として「総合制ハイ・スクール」を推奨していた。   

職業教育を施す標準的な学校形態など職業教育のあり方をめぐる職業教育運動の指導者達の  

議論と『中等教育の基本原理』にみられるそれの異同については，従来から日米両国で研究が  

蓄積されてきた。これらの研究の中には，①既存のハイ・スクールから独立した職業教育機関  

の設立をめざしたNSPIEの指導者たちの職業教育構想と『中等教育の基本原理』のそれとの  

問の相違点を強調するもの，②職業教育運動の指導者たちと『中等教育の基本原理』の問に，  

職業教育を施す望ましい学校形態に関する見解の違いがありながらも，職業教育のあり方につ  

いて同じような発想があったことを強調するものがある。   

前者の研究は，①NSPIEの指導者たちには「社会的効率」（socialefficiency）主義がみられた  

のに対し，『中等教育の基本原理』には「人道主義的」な発想がみられた，②NSPIEの指導者た  

ちの構想した職業教育は，狭い範囲の職種の訓練，すなわち「モノテクニズムの教育」であっ  

たのに対し，『中等教育の基本原理』においては，「市民教育」が重視され，職業教育の内容を  

より幅広いものとらえていたと強調している3）。   

これに対し後者の研究は，『中等教育の基本原理』は総合制ハイ・スクールに，各種の専門分  

化した学校と同じような性格を持つ「カリキュラム」を設置することを提案し，その結果総合  

制ハイ・スクールは，実際的には同一の学校内に種類の異なる複数の学校を設置したのと同じ  

結果をもたらしたと強調している4）。   

これらの研究は，いづれも「総合制」か「単独制」かという中等教育の「水平的再編」（hor－  

izontalreorganization）という観点からこの時期の職業教育振興策の特質を分析したもので  

あったということができる。これに対し田中喜美は，20世紀初期の職業教育振興策の特質を，  

中等教育の「水平的再編」の観点のみならずその「垂直的再編」（verticalreorganization）の観  

点からも分析する必要性を強調している。この当時，都市部で南欧・東欧諸国からの移民，す  

なわち「新移民」の子どもが公立学校に大量に在籍するようになった結果，公立学校における  

「進級遅滞」（retardation）が問題にされるようになった。この事態に対応していくつかの都市  

では，当時の8年制初等学校の上級学年への課程分化の導入という方針が取られたけれども，  

この措置は，一般・共通教育の期間を8年間から6年間に短縮するものであったため，「万人の  

ための一般・共通教育を2年間短縮させる」との批判を受けた。田中は，スミス・ヒューズ法  

が同法による職業教育に対する連邦補助金の対象を「14歳以上」を対象とする学校・クラスに  

限定する規定に着目し，この規定が，8年制初等学校の上級学年への職業課程導入を否定して  

すべての子どもに8年間の一般・共通教育を保障し，「職業教育を高等学校段階（第9学年以降）  

の公教育として，おしあげつつ位置づけた」と高く評価している5）。   

しかし田中の研究を含む従来の研究においては，職業教育運動の指導者たちの職業教育構想  

と『中等教育の基本原理』のそれとの異同の検討にあたって，「中等教育」の定義が明確にされ  

ていないように思われる。   

周知のように西欧諸国の場合，中等教育は，伝統的に中産階級以上の階級の子弟を対象とし，  

一般大衆の子弟を対象とした基礎教育制度とは切り離されて発達してきたという歴史をもって  

きた。これに対しアメリカの場合，19世紀半ば以降，公立の初等学校（コモン・スクール）の「上  

への延長」（upwardextension）という性格を持っ公立ハイ・スクールが主たる中等学校の地位  

を確立したという事情を反映して，「中等教育」（secondaryeducation）という用語は単に初等   
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教育の次の段階という意味に使用されることになった。   

しかしながらアメリカの場合にも「中等教育としての職業教育」と「中等段階の職業教育」  

を区別する必要があるように思われる。1880年代以降の手工教育運動の展開，1906年以降の職  

業教育運動の展開のもとで，手工ハイ・スクール（manualtraininghighschool）やトレpド・  

スクpル（tradeschool）をはじめとする教育目的，修業年限，入学要件，教育課程編成などの  

点で非常に多様な教育機関が設立された。   

これらの教育機関のうち，アメリカで最初の手工ハイ・スクールとして設立されたワシント  

ン大学附属手工学校の場合には，①教育課程編成の点からみても，②また卒業生が高等教育機  

関への進学が可能であった6）点から，中等教育機関としての実質をもっていたということがで  

きる。これに対しトレード・スクールや中間産業学校（intermediateindustrialschool）は，①  

既存の公教育制度から切り離された存在であり，②教育課程編成をみても実習の比重が大き  

かった等の点で，既存のハイ・スクールと制度上同等の教育機関とはいいがたく，「中等教育と  

しての職業教育」を施す教育機関と位置づけることはできず，「中等段階の職業教育」を施す教  

育機関という位置づけしか与えることができないものである7）。   

ところで職業教育運動が展開された1900～10年代に創設された教育機関の中には，手工ハ  

イ・スクールよりも技術教育の面を重視した技術ハイ・スクール（technicalhighschool）が  

あった。またカレッジ進学準備教育や普通教育とともに職業教育を施す総合制ハイ・スクール  

も多く創立された。しかしながらこれらの「ハイ・スクール」の名称をもちながら職業教育を  

行う教育機関については，これらの機関が『中等教育の基本原理』の内容に大きな影響を与え  

たと考えられるにもかかわらず，教育課程編成などその実態は明らかにされてこなかったよう  

に思われる。   

以上の問題意識から本稿では，手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクール，総合制ハイ・ス  

クールの職業課程など，職業教育に関する科目の教授を重視しながらも「ハイ・スクール」の  

名称を持ち中等学校としての性格を色濃く持っていた教育機関の特質を，①教育目的，②教育  

課程編成，③下級及び上級の教育機関との接続の観点から明らかにすることを目的とする。な  

お本稿では紙幅の関係でこれらの教育機関の2年制課程については対象とせず，対象を4年制  

課程に限定することとする。  

1手エハイ・スクール  

まず最初に18即年代から展開された手工教育運動のもとで設立された手工ハイ・スクール  

の特質を，教育目的や教育課程編成などの点から明らかにしておくこととする。   

手工ハイ・スクールの先駆的な例として，手工教育運動の指導者の一人であり，ワシントン  

大学（セントルイス）の教授であったC．M．ウッドワード（C．M．Woodward）によって設立され  

たワシントン大学付属手工学校（theManualTrainingSchoolofWashingtonUniversity，1880  

年設立）を挙げることができる。同校については，田中喜美の詳細な研究8）があるので，詳しい  

ことはそちらに譲ることとし，ここでは同校の教育目的や教育課程編成の概要について触れて  

おくにとどめることとする。   

同校は，「ハイ・スクールの課程の数学，図画・製図，英語の分野の教授と工具の使用の実  

践」に関する教育を行うことを目的として設立されたもので，14歳以上で試験に合格した者を   
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入学させることとしていた。同校の目的の中に「工具の使用」等の文言が使用されているもの  

の，ウッドワードは「一つの手職の範囲は，教育上の目的にとって余りにも狭すぎる」と述べ，  

同校が特定の業務に関する訓練を行うことを否定していた。同時に彼は，「手工教育は，知的で  

あると同時に教養的でなければならない」とも強調していた9）。   

以上のような教育理念は，教育課程編成などにも反映されていた。まず実習の内容をみると，  

特定の手職について教授するのではなく，様々な領域の実習が行う方針が取られていた。同校  

の実習では，大工，木工旋盤，木型製作，チッビングとヤスリがけ，鍛造，錬っけ及びハンダ  

づけ，及び機械工作用の工具の使用などの様々な領域の内容が教授されていた10）。   

また「手工教育は，知的であると同時に教養的でなければならない」との主張も教育課程編  

成に反映され，「実習の導入の結果として，理論的な課業からいかなる分野の教科も排除されて  

こなかった」11）。同校の教育課程（表1参照）は，以下のような分野から構成されていた12）。  

1．数学（算術，代数，幾何及び平面三角法を含む純粋な数学の課程）  

2．科学及び応用数学（自然地理，植物，自然哲学，化学，加工技術，求積法，及び簿記を含む）  

3．言語と文法（英文法，綴り字，作文，文学。歴史，政治経済学の基礎を含む。ラテン語とフラ  

ンス語は，英語あるいは科学との選択科目とされていた）。  

4．図画・製図（ペン習字，フリーハンド画及び製図）  

5．実習（大工，木工旋盤，鋳型法，幾つけ，ハンダづけ，鍛造，及び金属に関する作業台及び機  

械作業）。  

表1ワシントン大学附属手工学校の創立時の教育課程編成  

（C．A．Bennett，mStOYyqflndustrialand7bchnicalEducation1880j917（1937），p．354より作成）。  

学年・クラス   9：00～11：00   11：00～1：00  1：00～1：30   1：30～3：30   

第1学年 A  機械工作   加工技術，幾何   休憩   フランス語，製図図画   

B  製図図画，幾何   機械工作   休憩   ラテン語，加工技術   

C  加工技術，幾何   製図図画，歴史・文学   休憩   機械工作   

第2学年 A  鍛造実習   物理，代数   休憩   製図図画，歴史・文学   

B  代数，物理   鍛造実習   休憩   歴史・文学，製図図画   

C  製図図画・代数   ラテン語，物理   休憩   鍛造実習   

第3学年 A  木工実習   算術・科学   休憩   製図図画・ラテン語   

B  英語の練習，製図図画  木工実習   休憩   科学，英語の練習   

C  ラテン語，製図図画   算術・科学   休憩   木工実習  

授業時間数の配分をみると，実習と図画・製図に充てられた授業時数が半分を占めていた。  

しかし上記の教育課程編成を見ると，もともと「ハイ・スクールの課程の数学，‥・，英語  

の分野の教授」が目的の一つとして掲げられていたことにも見られるように，アカデミック科  

目については，ハイ・スクールと同程度あるいはそれに近い水準のものが教授されていたとみ  

ることができる13）。   

これはウッドワー ドの教育思想を反映したものであった。彼がめざしたのは，トレード・ス  

クールで行われるような特定の手職についての訓練ではなく，「‥・物質的生産活動および  

その変化に自覚的に対応しそれを支配しうる」「教養ある生産人」をめざしたものであった14）。   
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このほか同校の教育課程編成とカレッジの入学要件との関係についてもみておく必要があ  

る。ワシントン大学附属手工学校は，カレッジ進学準備教育を目的とはしないということが強  

調されながらも，実際には，大学の工学部など高等教育機関への進学準備教育としての機能も  

持っていた。当時の高等教育機関の入学要件は，アカデミック科目の中でも外国語（とりわけラ  

テン語のような古典語）が重視される傾向にあった。ワシントン大学附属手工学校の教育課程編  

成は，当時の高等教育機関の入学要件の状況に合わせ，ラテン語のような外国語を選択するこ  

とによってカレッジ進学を可能にするように配慮がなされていた。事実田中によれば同校の卒  

業生の中で高等教育機関に進学した者もかなりいた（1880年代を通じて同校の卒業生の高等教育  

機関への進学率は33％程度であった）。   

セントルイスの手工学校設立後，シカゴ手工学校（1884年），ボルチモア手工ハイ・スクール  

（1884年），フィラデルフィア手工学校（1885年）など同種の学校が次々に設立された。やがて手  

工ハイ・スクールのなかには，総合制ハイ・スクールや技術ハイ・スクールに転換していくも  

のもあった15）。しかしそれにもかかわらず，1910年代になっても手工ハイ・スクールとしての  

性格を保ち続けた学校もあった。1910年代の段階で手工ハイ・スクールとしての性格をもって  

いた学校の一例としてシカゴのレーン技術ハイ・スクール（LaneTechnicalHighSchool）を挙  

げることができる。この学校は「技術ハイ・スクール」という名称を冠していたけれども，シ  

カゴ大学のF．M．リービット（F．M．Leavitt）は，教育課程編成などの点から「本質的に男子の  

ための手工ハイ・スクール」であると評価している。   

まず同校の第1～4学年の教育課程編成についてみることとする（表2参照）。まず第1学年  

の1学期から第3学年の時期には，過30時間の授業時間のうち，英語，数学，科学等のアカデ  

ミック科目に13～19時間，実習には8～10時間，図画・製図に4～5時間を充てていた。した  

がってこの段階では，アカデミック科目に半分前後を充てているのに対し，実習には1／4から  

1／3，さらにそれに図画・製図を加えると半分程度の時間を充てていたということができる。  

第4学年になると必修科目の授業時間数は，過当たり13時間のみとなり，残りはアカデミック  

科目，各種の実習，図画・製図など様々な科目のなかから生徒が選択して履修することになっ  

ていた17）。   

つぎに同校で教授されているアカデミック科目の種類をみることとする。同校では外国語が  

必修科目とはされず選択科目とされていたものの，それ以外の分野については，英語，代数，  

平面幾何，三角法，数学，物理，合衆国史など既存のハイ・スクールのものと同程度と考えら  

れる科目が必修科目として教授されていた18）。   

これらの科目についての詳細な内容は明かではない。しかしシカゴ市クラブが出した『シカ  

ゴにおける職業訓練に関する報告』（AReportonVocationalTraininginChicago，1912）は，  

レーン校のものを含むシカゴ市内のハイ・スクールにおける産業教育に関する諸課程で教授さ  

れているアカデミック科目（すなわち歴史，数学，科学などの科目）について，当時のカレッジの  

入学要件の影響を受けて，「産業の直接的な応用において組織することが困難」になっていると  

指摘している19）。このことは，裏返せば同校のアカデミック科目の内容が既存のハイ・スクー  

ルにおけるそれと内容の点でも水準の点でもかなり類似したものであったことを意味している  

ように思われる。   

同校で教授されている実習の内容は，第1学年：木工，第2学年：鋳造，鍛造，及び木型製  

作，第3学年：機械工作実習となっていた。さらに第4学年の選択科目の中には，電気やガソ   
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義2 レーン技術ハイ・スクールの教育課程編成  

（F．M．Leavitt，1ndustriaLEducation，pp．159r162）  
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科   目   名  教授する過の数  過当たりの時数   

英  語   20   4  

木  工   20   10  

20   4  

第                      製  図       付 学  20   

第  20   4  

生理学   20   5  

体  育   20   2  

20   4  学  
英  語        木  工   20   10  

年  20   4  

フリーハンド画   20   

学 期  20   4  

地理学（とりわけ木材と鉱石に言及）   20   5  

体  育   20   2   

20   4  

20   10  

20   4  第  英  語        鋳造，鍛造及び木型製作       何 学  製  図       期  平面幾何   20   4  

体  育   20   2  

英  語   20   4  

20   10   

2 学  製   
第                                                    第            造，鍛造及び 型 作      2       図   20   4   

学  20   4  

体  育   20   2  

年   

選   40   5  

択  生  物   40   5  

科  化  学   40   6  

日  もしもここで化学を選択しなければ，第4学年で選択しなければならな  
い。   

機械工作実習   20   8  

20   4  

第          英  語       付  フリーハンド画   20   

学  数  学   20   4  

第  20   6  

体  育   20   2  

3  機械工作実習   20   8   

第        」コ些与   機械製図または建築製図   20   4   

フリーハンド画   20   

年  学 期  物  理   20   6  

体  育   20   2  

つぎの中から1科目選択  
選 択   歴 史   

一室・  王墓  
40   4  

口  PH   40   5   

第  合衆国史   20   4  

何  機械製図または建築製図   20   3  

学  英  語   
20   4  

20   2  

第  公  民   20   4  

第  20   3   

学  三角法   20   4  

4  20   2  

学  化  学   40   6   

一■≡ぎ  雲E ロ  ロlコ   40   5  

選          年                英  語   20   4  

択  電気またはガソリンエンジン製作   40   6  

科  電気またはガソリンエンジン製作   20   4  

目  フリーハンド画   40   6  

上級物理   20   6  

上級化学   20   6  
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リン・エンジンに関する実習が含まれていた。   

レーン校の教育課程編成を見ると，第4学年で多様な選択科目が設けられている点を除い  

て，①既存のハイ・スクールと同程度のアカデミック科目を教授していると見られること，②  

実習の授業時間数が全体の1／3程度となっていること，③実習の内容を特定の職種に関するも  

のに限定せず，様々な内容の実習を生徒に経験させるなどの点で，ワシントン大学附属手工学  

校の教育課程編成の特色をかなり受け継いでいるように思われる。   

上記のような教育課程編成の特色は，19世紀末から20世紀にかけて多数設立されるように  

なる他の職業教育機関と比較することによって明らかになる。トレード・スクールの場合，主  

たる目的は特定の職種（例えば鍛造，鋳造，機械工作）に関する知識や技能に関する教育にあり，  

実習の内容も一つの職種に関するものに限定されていた。またトレード・スクールの教育課程  

編成をみると，授業時間数全体に実習の占める割合はかなり大きく，図画・製図を含めずに実  

習だけで授業時間の半分以上を占める学校が多くみられた。またトレード・スクールの場合，  

アカデミック科目の授業時間数もかなり少なく，またその内容もハイ・スクール水準のものと  

はいえないものであった。それと比較すると手工ハイ・スクールは，教授しているアカデミッ  

ク科目の種類と内容という点からみても，既存のハイ・スクールと同程度あるいはそれに近い  

水準の中等学校であったということができる。   

つぎに手工ハイ・スクールと下級の教育機関との接続についても見ておくこととする。一般  

的に手工ハイ・スクールは，「ハイ・スクール」という名称が示すように原則として8年制初等  

学校修了を要求していた。これは一見すると当然のことのようにみえる。しかし実際には当時  

の進級遅滞のもとで，義務教育の終期である14歳に達しても8年制初等学校の課程を修了で  

きない子どもたちが多くいた状況20）のもとでは，この要件は当時としては入学者に比較的厳格  

な条件を求めていたことになる。この点で手工ハイ・スクールは，①14歳以上の者を対象とし  

ていたけれども，入学者が修了しているべき学年については第6学年修了程度の学歴しか要求  

しなかった中間産業学校，②入学志願者に8年制初等学校の修了を求める場合もあったが，し  

かし入学者の学歴について特に定めていない例も多くみられたトレード・スクールなどの職業  

教育機関とは異なり，中等教育としての職業教育を施す機関としての性格を色濃く持っていた  

ということができよう。   

しかしこれまで見てきた教育課程上の特徴などの点から1900～10年代の時期に，手工ハ  

イ・スクールは，生徒に対し実際の職業に関する教育を行っていないと，職業教育振興をめざ  

す人々や団体から批判を受けた。1906年にマサチューセッツ州で公教育としての職業教育制度  

の確立を勧告したダグラス委員会が，当時の手工教育について，余りにも「教養的」であり，  

実際の生活からかけ離れていると批判した21）ことば従来から知られている。また同時シカゴ市  

において職業教育振興に熱JL、だった団体の一つであるシカゴ市クラブの報告書も，当時同市内  

のハイ・スクールに設置されていた4年制の手工教育の課程について，同様の指摘をしてい  
た22） 

実際的な職業教育を行っていないという批判を受けて，手工ハイ・スクールの中には職業教  

育の面をより重視した技術ハイ・スクールになっていくものもあった。以下では技術ハイ・ス  

クールについてみることとする。   
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2 技術ハイ・スクール  

アメリカ技術教育史の研究者として著名なC．A．ベネット（C．A．Bennett）によれば，「技術  

ハイ・スクール」は，「実習，図画・製図，産業に応用される科学が，カリキュラムにおいて優  

越する非常に専門分化した学校」であった。彼は，先に触れたダグラス委員会報告書の提出に  

よって，この種の教育機関がより職業的な性格を強めたと指摘している。また全米教育学会  

（NSSE）第11年報『産業教育』（IndustrialEducation，1912年）は，技術ハイ・スクールの特徴  

として，①英語，数学，科学，実習，図画・製図が教育課程の基本となっており，②外国語，  

歴史が重要な役割を果たしていないことを挙げていた24）。  

1910年代の「技術ハイ・スクール」の実態については，このNSSE第11年報が詳しく紹介  

している。同年報は，上記の「技術ハイ・スクール」の条件に該当する学校の例として，①カ  

リフォルニア機械技芸学校（CaliforniaSchoolofMechanicalArts，カリフォルニア州サンフラン  

シスコ），②ステユイヴィサント・ハイ・スクール（StuyvesantHighSchool，ニューヨーク市），  

③シカゴ技術ハイ・スクール（ChicagoTechnicalHighSchool），④クリーブランド技術ハイ・  

スクール（ClevelandTechnicalHighSchool，オハイオ州クリーブランド）を挙げ，その教育課程  

編成などについて詳しく述べている。  

（1）カリフォルニア機械技芸学校25）   

これらの学校のうちカリフォルニア機械技芸学校は，校名に「技術ハイ・スクール」という  

用語が用いられておらずトレード・スクールと紛らわしいけれども，教育課程編成上などの特  

徴からNSSE第11年報は，同校を「技術ハイ・スクール」の範暗に含めている。   

同年報によればカリフォルニア機械技芸学校ほ，当時の通常のハイ・スクールと同じ4年制  

の学校であり，教育課程編成でみると大きく，①第3学年の途中までの「予備課程」（Prelimi－  

narycourses），②それ以降の時期の「手職及び技術課程」（Tradeandtechnicalcourses）に分か  

れていた。このうち最初の「予備課程」は，「本質的に手工ハイ・スクールで与えられる課程と  

はとんど同じ」性格を持っていた。   

事実，第1～2学年の段階では，アカデミック科目の授業時間数がかなり多く，しかも科目名  

称からみても既存のハイ・スクールと同様のものを教授していた。例えば第1学年を例に取る  

と，アカデミック科目の授業時間数は過当たり32．5～35時間のうち17～20時間を占めてい  

た。また科目名を見ると英語，数学，科学のみならず歴史も含まれていた。これに対し実習の  

授業時間数は，第1～2学年の段階では週10時間程度であり，授業時数全体に占める割合は1／  

3程度であった（表3参照）。   

つぎに同校で教授されているアカデミック科目の内容についてみることとする。同校のまず  

第1～2学年の「予備課程」についてみると，英語については，当時のカリフォルニア大学の入  

学要件に示されている内容を含むこととされ，文法，修辞学，イギリスの古典を通じた文学の  

学習などが扱われていた。また数学では，初等代数，平面幾何，及び立体幾何，平面三角法な  

どが，また科学では初等物理や化学が教授されており，外国語は教授されていなかったものの，  

英語，数学，科学については既存のハイ・スクールにおいて教授されていたのと同様の科目が  

教授されていたことが指摘される。  

「予備課程」で行われていた実習の内容を見ると，男子に対しては，第1学年で一般木工，鋳   
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表3 カリフォルニア機械技芸学校の教育課程編成   

（”IndustrialEducation”，EleventhYearbookqftheNSSE（1912），pp．51－52）  
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教授する週の数  過当たりの時数   

第1学年（男子・女子）  

英語   40   5   

数 学（代数）   40   5   

科 学（物理）   40   5   

歴史（古代及び中世）  40  5  

（男子）  

一般木工，造形及び鋳型製作  40  10   

フリーハンド画及び製図  40  5  

（女子）  

裁縫  40  71／2   

フリーハンド画及び製図   40   5   

第2学年（男子・女子）  

英語   40   5   

数 学（幾何）   40   5   

科 学（化学）   40   5   

歴史（近代ヨーロッパ及び米国）  40  21／2  

（男子）  

鍛造及び造形  40  10   

フリーハンド画及び製図  40  71／2  

模型製作及び木彫り  

（女子）  

ドレス製作及び婦人帽  40  10   

フリーハンド画及び製図  40   5   

模型製作及び木彫り  

第3学年  

（男子）  

数学（対数及び三角法）   10   5   

科 学（梅射エネルギー）   10   5   

機械工作  20－40  10  

（女子）  

科学（幅射エネルギー）  10  5   

ドイツ語（選択）   40   5   

料 理   40   10   

家庭技芸及び科学，料理の化学  40   5  

模型製作及び木彫り  

型法，木型製作，第2学年で鍛造及び木彫りが，また第3学年では機械工作が教授されていた。  

以上の特徴からカリフォルニア機械技芸学校の「予備課程」の教育課程は，手工ハイ・スクー  

ルのそれにかなり類似していたということができる。なお同校には裁縫，ドレス製作，料理，  

家庭技芸及び科学などを教授する女子向きの課程も設けられていた。   

しかし後半の「手職及び技術課程」になると，様相は一変する。第3学年では，アカデミッ   
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ク科目のなかですべての生徒に履修させるのは，科学（轄射エネルギー）と男子向けの数学（対  

数及び三角法）のみとなり，しかもこれらの科目が教授される期間は，各々10週間づっだけで  

あった。同校では第3学年の段階に，各々の手職や技術に関する課程に分かれて学習すること  

になっていた。同校で置かれた「手職及び技術課程」は，①木型製作，②鍛造，③機械工作，  

④家庭科学，⑤ドレス製作，⑥工業力レッジ進学準備など12種類の課程からなっていた。「手  

職及び技術課程」について詳細な教育課程は不明である。しかし「工業力レッジ進学準備課程」  

などを除いて多くの課程では，それぞれの分野の実習に授業時間の多くが充てられていたと考  

えられる。  

（2）ステユイヴィサント・ハイ・スクール26）   

つぎにニューヨーク市のステユイヴィサント・ハイ・スクールについてみることとする。同  

校は，1904年に創立された学校で，①カレッジ及び専門学校の進学準備課程，②外国語を教授  

しない産業課程を併置していたので，厳密な意味での技術ハイ・スクールとはいえないけれど  

も，同校の産業課程の教育課程編成には，技術ハイ・スクールとしての性格をもつものであっ  

た27）。   

同校に置かれた課程のうち，カレッジ及び専門学校への進学準備課程は，手工ハイ・スクー  

ルのタイプの課程であった。また産業課程の方は，最初の3年間は他の手工ハイ・スクールと  

同様の教育を行い，第4学年で1つの領域の実習を選んで履修するという形態を取ってい  
た28） 

同校の産業課程の教育課程編成は，以下の通りであった（表4参照）。第1～3学年では，週29  

～30時間の授業時間のうち，アカデミック科目に週10～14時間，実習には過10時間，図画・  

製図には4～6時間を充てていた。これに対し第4学年では，純粋なアカデミック科目のなかで  

必修科目とされたのは，英語（過3時間）とアメリカ史及び公民（週4時間）のみであり，残り  

は実習（過10時間）や職業教育に関連した座学として実用数学（週3時間），蒸気と竜気（過4時  

間）などの科目に充てられていた。   

同校の産業課程で教授されているアカデミック科目の状況をみると，カリフォルニア機械技  

芸学校の場合と同様，外国語は教授されていなかったけれども，英語，数学（代数，平面幾何），  

化学，物理，近代史などの科目については，ハイ・スクールで教授されているそれと同様のも  

のが教えられていた。   

また実習の内容をみると，第1～3学年については，手工ハイ・スクールと同様，様々な領域  

の実習を行うことになっていた（第1学年：接合及び家具製作，第2学年：木工旋盤，鋳型製作，及  

び鋳造，第3学年：鍛造及び機械工作実習）。第4学年では生徒たちが，①建設業，②上級の鍛造  

と工具製作，③上級の木型製作・鋳造実習，④上級の機械工作実習，⑤工業化学（講義と実験）  

より1つの分野を選択し，その分野に関する教育を集中的に受けることになっていた。以上の  

特徴から同校の場合の場合も，典型的な技術ハイ・スクールの教育課程編成を行っていたとみ  

ることができる。  

（3）シカゴ技術ハイ・スクール29）   

先に触れたようにシカゴ市内にあったレーン技術ハイ・スクールの場合，「技術ハイ・ス  

クール」という名称を持ちながらも，実際には手工ハイ・スクールと同様の教育を行っていた  

といわれている。これに対しシカゴ技術ハイ・スクールの場合には，教育課程編成などの点か  

ら技術ハイ・スクールとしての性格を明確に持っていた。教育課程の基本的な編成（表5参願）   
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表4 ステユイヴェサント・ハイ・スクール産業課程の教育課程編成  

（“IndustrialEducation”，Eleventh YearbookqFtheNSSE（1912），pp．53－54）  
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過当たりの授業時数   

第1学年   

英  語   5  

代  数   5   

フリーハンド画   2   

製  図   4   

接合及び家具製作   10   

音  楽   

体  育（生理学及び保健を含む）   2  

29   

第2学年   

英  語   
3  

平面幾何   4   

化  学   5   

フリーハンド画   2   

製  図   4   

木工旋盤，鋳型製作，及び鋳造   10   

体  育   2  

30   

第3学年   

英  語   3  

平面幾何及び三角法   3   

物  理   5   

近代史   3   

製図及び建築製図   4   

鍛造及び機械工作実習   10   

体  育   2  

30   

第4学年   

英  語   3  

実用数学   3   

アメリカ史及び公民   4  

上級化学，または経済学，または産業法，または商法，または応用技術   

蒸気と電気   4  

以下の一つから選択する特別な実習あるいは実験   

①建設業（大工，暖房と換気を含む衛生，電気配線と架説）   

②上級の鍛造と工具製作   

③上級の鋳型製作，鋳造実習   

④上級の機械工作実習   

⑤工業化学，講義と実験   10  

体  育   2  

30  
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表5（その1）シカゴ技術ハイ・スクールの最初の2学年の教育課程編成  

（“lndustrialEducation”，EleventhlセarbookqftheNSSE（1912），pp．54p55）  
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第1学年   教授する週数  過当たりの時数   

英  語   40   5   

代  数   40   5   

生理学   10   5   

地形学または簿記   30   6   

製  図   40   5   

木  工   40   9   

フリーハンド画   40   

体  育   40   

第2学年   教授する過数  過当たりの時数   

英  語   40   5   

平面幾何   40   5   

初等物理またはフリーハンド画   40   6   

製  図   40   5   

鍛  冶   20   10   

鋳造及び鋳型製作   20   10   

体  育   40   

表5（その2）シカゴ技術ハイ・スクールの後半の2学年の教育課程編成  

（電気回路組立と工学原理の課程）  

（“IndustrialEducation”，Eleventh Yearbookq′theNSSE（1912），pp．55－56）  

第3学年   教授する週数  過当たりの時数   

英  語   40   3   

立体幾何   20   5   

上級代数   20   5   

産業史   40   6   

機械工作実習   20   15   

電気回路組立   20   15   

製図及びフリーハンド画   40   15   

体  育   40   

第4学年   教授する週数  過当たりの時数   

英  語   40   3   

アメリカ史及び法制   40   2   

三角法   20   5   

化  学   40   6   

電気回路組立   20   15   

電気工学原理   20   20   

機械製図及びフリーハンド画   40   5   

体  育   40   
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表5（その3）シカゴ技術ハイ・スクールの後半の2学年の教育課程編成  

（機械工作実習の課程）  

（“IndustrialEducation”，Eleuenth YearbookqftheNSSE（1912），pp．56）  
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第3学年   教授する週数  過当たりの時数   

英  語   40   3   

実用数学   40   5   

上級物理   40   6   

産業史   40   2   

機械工作実習   40   15   

機械製図及びフリーハンド画   40   5   

体  育   40   

第4学年   教授する週数  過当たりの時数   

英  語   40   3   

アメリカ史または法制   40   2   

化  学   40   6   

機械工作   40   20   

機械製図及びフリーハンド画   40   5   

体  育   40   

をみると，これまで触れてきた技術ハイ・スクールの場合と同様，最初の2年間を「予備的な  

課程」とし，後半の2年間では，「機械工作及び工学原理」「電気回路組立と工学原理」「機械工  

作実習」の課程のうちの1つに所属して学習する仕組みを取っていた。   

つぎに，アカデミック科目，図画・製図，実習に対する授業時間の配分をみると，第1～第2  

学年では，30時間前後の授業時間のうち，アカデミック科目に10時間，図画・製図に週5～6  

時間，さらに実習に週9～10時間を充て，このはかアカデミック科目と職業科目との選択の時  

間も週5～6時間あった。第3，4学年になると課程が分化し，それぞれの課程で教育課程編成  

が異なるけれども，どの課程でも実習の時間が過当たり15～20時間に増加し，その分選択科目  

の時間がなくなり，またアカデミック科目の授業時間数が学年が上がるに従って少なくなると  

いう編成になっていた。   

同校で教授されているアカデミック科目についてみると，これまでみてきた2校の場合と同  

様，外国語は教授されていなかったけれども，英語，数学（代数，平面幾何，課程によっては立体  

幾何，三角法），科学（化学，物理）などの科目が教授されていた。また課程によっては産業史の  

ように職業教育に関連づけられた科目も教授されていた。   

また実習についても，他の技術ハイ・スクールと同様，第1～2学年には共通の内容を教授  

し，第3～4学年では1つの領域に関する実習を行う方式が取られていた。すなわち，第1～2  

学年では生徒全員に木工，鍛造及び木型製作が教えられ，第3～4学年では，①機械工作及び工  

学原理，②電気回路組立と工学原理，③機械工作実習から1つを選んで，実習に取り組むこと  

とされていた。  

（4）クリーブランド技術ハイ・スクール測）   

クリーブランド技術ハイ・スクールの場合，教育課程編成の詳細については不明である。し  

かしこの学校も，教育課程編成上のいくつかの点でこれまでみてきた技術ハイ・スクールに共   
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通した特徴を持っていたといわれている。同校においても最初の3年間は，実習と図画・製図  

に授業時間の半分を充て，第4学年では，それが2／3にまで増やされることになっていた。   

また実習の内容をみると，最初の21／3年間には，ろくろ，家具製作，木型製作，鋳造，鍛  

造，機械作業などを含む一般的な課程が設けられ，第3学年の最後の時期から第4学年にかけ  

てに特定の手職に関する実習が行われるようになっていた。アカデミック科目についてみる  

と，外国語は教授されていなかったものの，英語，数学，科学（自然地理，化学，物理）など既  

存のハイ・スクールで教授されていた科目の同様の名称のものが見られた。   

同校の場合，カレッジへの進学は，主たる目的ではないとされていた。しかし，これらの科  

目の教育内容を見ると4つのカレッジが校長の推薦に基づいて工学部に卒業生を入学させるこ  

とを認めていたため，カレッジや科学校の入学要件に沿った内容が教授されていた。   

しかし同校においては，アカデミック科目を，職業教育の内容に関連づける工夫もなされて  

いた。例えば数学の教授においても実習などの内容と結び付ける努力がなされていた。例えば  

化学のうち選択科目であった上級化学では，木炭，コークス，鉄，鋼の性質，用途，方法など  

冶金学に関する内容が取り上げられていた。   

先に触れたNSSE第11年報は，技術ハイ・スクールの教育課程編成の特色として，①手工  

ハイ・スクールの場合，4年間にわたっている手工課程を2年間に短縮し，②後半の2年間で  

は1つの領域に専門分化する，の2点を挙げている。しかし技術ハイ・スクールの場合も，外  

国語は教授していなかったものの「ハイ・スクール」の名称が示すように，英語，数学，科学  

については既存のハイ・スクールのものと同程度あるいはそれに近い水準の科目を教授してい  

た。この点で，アカデミック科目の授業時間数自体がかなり少なく，教授の水準という点でも  

既存のハイ・スクールに及ばなかったトレード・スクールの場合とはかなり様相が異なってい  

た。   

教育課程などにみられる技術ハイ・スクールの特徴は，その目的や性格を反映したもので  

あった。トレード・スクールが熟練労働者養成を主たる目的としていたのに対し，技術ハイ・  

スクールは，①職階において熟練労働者より上位に位置づくフォアマンの養成，②工業力レッ  

ジへの進学を目的としていた。そのような目的から技術ハイ・スクールの教育課程において  

は，数学，科学など技術に関連したアカデミック科目の教授が重視されたのであった。   

なお技術ハイ・スクールもあくまでも特殊な「ハイ・スクール」という位置づけを持ってお  

り，入学志願者には8年制初等学校の修了を要求しており，この点は手工ハイ・スクールと同  

じであった。  

3 総合制ハイ・スクールの職業課程  

つぎに総合制ハイ・スクールの職業課程についてみることとする。手工ハイ・スクールや技  

術ハイ・スクールなどの単独制のハイ・スクールがニューヨーク，ボストン，シカゴ，クリー  

ブランドなど東部を中心とする大都市で発達した（ただしシカゴの場合には後述のようにやがて  

総合制ハイ・スクールが発達することになる）のに対し，総合制ハイ・スクールは主として中西部  

以西の地域で発達した31）。   

早い時期から総合制ハイ・スクールを設立する動きを見せた都市の一つとしてセントルイス  

（ミズーリ州）を挙げることができる。セントルイスは，先述のように最初に手工ハイ・スクー   
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ルを設立した都市であったけれども，20世紀初期までは，既存のハイ・スクールの教育課程  

は，共通必修のアカデミック科目を中心に編成され，上級学年で若干の選択科目が置かれてい  

たのに過ぎなかった。しかし1904年には，同市に2校の「総合制」ハイ・スクールが開校し，  

①カレッジや師範学校の進学準備課程（2課程），②「普通教育」の課程（4課程），③商業と手工  

教育の「特別課程」が置かれた32）。   

シンシナティ（オハイオ州）も早くから総合制ハイ・スクールを発達させた都市の一つであっ  

た。同市では1911年に，ハイ・スクールに，「アカデミック」と「技術」の2つの分野に関す  

るいくつもの課程が設置された。これらのうち「アカデミック」な分野の課程としては，「普通」  

「古典」「家庭科学」「手工」のそれが置かれ，他方「技術」関係の課程としては，「商業」「男子  

技術連携制」「女子技術連携制」「美術」「音楽」のそれが置かれた32）。   

当初手工ハイ・スクールなど単独制のハイ・スクールを設立してきた都市の一つであるシカ  

ゴ市も1910年代になって総合制ハイ・スクールを発展する方針を取るようになった。同市の  

ハイ・スクールの場合1913年までは，総合制ハイ・スクールのはか独自の性格をもつ学校に  

分かれていた。しかし1910年前後から，通常のハイ・スクールに明確に職業教育を意図する課  

程が導入されるようになった。この時期に既存のハイ・スクールに導入された職業教育関係の  

課程としては，①会計，速記，製図，設計，上級大工，木型製作，機械工作作業，電気，家庭  

技芸，印刷の2年制課程，②商業，手工，建設，家庭技芸，美術，建築の4年制職業課程があっ  

た。この結果，1913年6月までには，シカゴ市内のハイ・スクール21校のうち，16校が総合  

制ハイ・スクールになった33）。   

カリフォルニア州のロサンジェルスも総合制ハイ・スクールを発展させた都市の一つであっ  

た叫。20世紀初期の時期には同市でも，目的，性格を異なるいくつかのハイ・スクールを設立  

する動きがみられた。しかし1910年頃から，カレッジ，大学進学準備教育とともに職業教育を  

も行う総合制ハイ・スクールを設置する動きがみられるようになった。  

1914年に出された『ロサンジェルス市学区教育委員会年報』35）によれば，当時ロサンジェル  

スに8校のハイ・スクールがあり，その多くは，カレッジ，大学の進学準備課程に加えて，何  

らかの形で職業教育に関する課程を持っていた。工芸ハイ・スクール（Manual Arts High  

School），ポリテクニック・ハイ・スクールという名称を持つ学校の場合も，職業教育に関する  

教育のみならず，カレッジ，大学の進学準備教育を行っていた。   

つぎに同市のハイ・スクールにおける職業教育に関する課程の教育課程編成についてみるこ  

ととする。この時期のハリウッド・ハイ・スクールの「加工技術」（mechanicarts）課程（表6  

参願）をみると，各学年（第9～12学年）において過当たり29～35時間の授業時間のうち，木工，  

製図，鍛造等の科目に過10時間程度が充てられ，このはか製図（各学年過10時間程度）も選択  

科目として置かれていた。普通科目についてみると，ラテン語のような古典語は教授されてい  

なかったものの，英語，代数，幾何などのようなカレッジ，大学の進学準備課程にも見られる  

科目が教授されていた。この他ドイツ語のような近代外国語も選択科目として置かれていた。  

全体的にみて先にみた手工ハイ・スクールの教育課程編成に類似しているとみることができ  

る。同様のことは，工芸ハイ・スクールの「加工技術」課程についても指摘される。   

またポリテクニック・ハイ・スクールの「機械工学」（mechanicalengineering）課程の場合，  

外国語が選択科目としても教授されない点を除くと，実習の授業時間数や教授しているアカデ  

ミック科目の種類という点では，ハリウッド・ハイ・スクールや工芸ハイ・スクールの「加工   
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表6 ハリウッド・ハイ・スクールの「加工技術」課程の教育課程  

（A乃乃祝αJ月ゆOrfげ肋ββ0α畑げfゐβエ05A聯由sCg秒Sc加0川豆s扇cf（1914），pp．224－225）  
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学年 学期  科  
目  

名の  学年   科  
目  

学期  名 塵姦の   

英  語  5   英語  5  

第 9  10  鋳造及び鋳型製作  

学  5  

第  
10   

隻  美  術  10   
凹  米国史及び公民  

5   

‖り 期  または   学   上級製図または化学  10   

自然地理またはスペイン語  5   年  

後 期  2   前  または上級代数，ドイツ 5  

体  育  2   後  

英語  5  期   10  

第  鍛造   10  口頭表現   2  

10  
学         幾何，スペイン語，経済または地理5   体育   2  

隻  製図，植物または動物  10   英語，ドイツ語，フランス語   

‖り 期  口頭表現  2  第   

体  育  
12  

2  学  5  

英  語  5  年  10  

第   10   前  10  
10  
学  5   産業史及び経済  5  

年   10  または生理・保健 10  

後 期  ， 2  演劇（随意） 5  

体育  2   

技術」課程と共通していた。これに対しポリテクニック・ハイ・スクールの「工業」（industriT  

al）課程の場合，過当たり33～35時間の授業時間のうち週15時間が実習に充てられ，他の課程  

と比較して授業時間に占める実習のそれが大きいという特徴があった。しかしこの課程の場合  

も外国語をまったく教授していないという点を除くと，他の課程と同様のアカデミック科目を  

教授していた。   

これらの課程の教育課程の特徴としては，①一部の課程を除いて職業科目の授業時間数は，  

全体の1／3を占めるのに過ぎなかった，②外国語については選択科目としても教授されていな  

い場合があったけれども，英語，代数，幾何，米国史，物理などハイ・スクールの既存の課程  

と同様な科目が教えられていた，③生徒に対し幾つもの種類の実習を経験させることになって  

いたなどの特徴を挙げることができる。  

4 下級及び上級の教育棟閑との接続の問題  

最後にこれまでみてきた手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクール，総合制ハイ・スクール  

の職業課程の教育制度上の位置づけを，上級及び下級の教育機関の接続という点から明らかに  

する。   

まず下級の教育機関との接続の問題についてである。手工ハイ・スクール，技術ハイ・ス   
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クール，総合制ハイ・スクールの職業課程は，あくまでも「ハイ・スクール」としての性格を  

持ち，既存のハイ・スクールと同様，原則として当時の8年制初等学校の課程修了を求めてい  

た。この要求は進級遅滞の状況の下で8年制初等学校の課程を修了せずに学校を離れる子ども  

たちが多くいた状況のもとで，この要件は，当時としては高い基準を設定していたことを意味  

していた。この点で，①14歳以上の者を対象としたけれども，第6学年の修了程度の学歴しか  

求めていなかった中間産業学校，②入学にあたって8年制初等学校の修了を求めるものもあっ  

たけれども，特に学歴について指定しないものも多かったトレード・スクールとは異なり，初  

等学校との接続からみると学校制度上，既存のハイ・スクールとはぼ同様の位置づけにあった  

ということができる。   

つぎに高等教育機関との接続の問題についてみることとする。19世紀末までは，技術や職業  

に関する科目を入学要件として認めるカレッジは極めて少なかった。しかし手工ハイ・スクー  

ルや技術ハイ・スクールの発展にともない，技術や職業に関する科目を入学要件として受け入  

れるカレッジや大学が増加してくることになった。   

中等学校及び高等教育機関の認証団体の中で職業科日を高等教育機関の入学要件として受け  

入れることに熱心に取り組んだ団体の一つに北中部カレッジ・中等学校協会を挙げることがで  

きる。同協会では1902年からこれらの科目の扱いに関する検討を開始し，1908年には，同協会  

に所属するカレッジや大学が，これらの科目を入学要件として受け入れるようになった36）。  

1908年に同協会に加盟しているカレッジの入学要件として受け入れ可能な科目として示され  

ていたのは，商業科目（7単位），手工（10単位）などであった。このうち手工（10単位）につい  

てのは，①実習：4単位（作業台の作業：1単位，木工及び初歩の木工旋盤：1単位，木型製作，鋳型  

法，鍛造：1単位，作業台及び機械用金属仕上げ：1単位），②図画・製図：2単位，③家庭科学・技  

芸：4単位（平易な裁縫：1単位，裁縫及び婦人帽：1単位，調理：2単位）が挙げられていた37）。こ  

の結果，手工ハイ・スクールや技術ハイ・スクールなど技術教育や職業教育に関する科目の教  

授を目的とする学校（例えばセントルイスの手工学校やシカゴのレーン技術ハイ・スクール），同協  

会に所属するカレッジや大学に卒業生を無試験で入学させることのできる中等学校として認証  

されることになった。   

上記のような動きを反映して，技術や職業に関する科目を入学要件として受け入れるカレッ  

ジや大学が増加していった。NEAの「カレッジ入学要件に関する委員会」の委員長をつとめて  

いたC．D．キングズリーの調査（1913年）によれば，入学要件として認められる「職業科目」の  

単位数は，平均してリベラル・アーツ・カレッジ：1．9単位，工業力レッジ：2．8単位，農業カ  

レッジ：4単位であった38）。   

しかし1910年代の段階では，カレッジの入学要件においてはいくつかの制約が存在してい  

た。一つは入学要件として受け入れられる技術や職業に関する科目の単位数に制約があったこ  

とである。先に触れたようにリベラル・アーツ・カレッジの場合，入学要件として受け入れる  

職業科目の平均単位数は，1．9単位と少なかった。このため手工ハイ・スクールや技術ハイ・  

スクール（とりわけ後者）については進学先が工業力レッジなどに限られた場合も多かったと考  

えられる。   

もう1つはカレッジの入学要件として要求されるアカデミック科目の内容である。当時カ  

レッジの入学要件については，単に志願者がハイ・スクール段階で履修してくるべき科目の単  

位数が指定されていただけでなく，志願者が学習すべき内容がかなり詳細に指定されていた。   
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このため卒業生をカレッジに進学させることを望む技術ハイ・スクール，手工ハイ・スクー  

ル，さらには総合制ハイ・スクールの職業課程の場合，そこで教授されているアカデミック科  

目の内容がカレッジの入学要件に拘束されて，これらの科目が実際的な内容のものになってい  

ないとの批判を受けることになった。   

以上の点から，手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクール，総合制ハイ・スクールの職業課  

程は，8年制初等学校との課程修了を要求すると同時に，カレッジなど高等教育機関への進学  

の途も開かれている場合も多く，制度上既存のハイ・スクールに近い位置づけを得ていたとい  

うことができる。この点で，①14歳以上の者を入学させる8年制初等学校の修了を要求しない  

中間産業学校，②特定の手職に関する訓練を主たる目的とし，実習の時間数が多くアカデミッ  

ク科目の授業時間数が少ないため，高等教育機関への入学の途が閉ざされていたと考えられる  

トレード・スクールなどとの場合とは，事情が異なっていたということができる。  

ま と め  

本稿では1900～10年代の時期を中心に，①手工ハイ・スクール，②技術ハイ・スクール，③  

総合制ハイ・スクールの職業課程など「ハイ・スクール」の名称をもちながら職業教育を行う  

教育機関の特質を，①それぞれの教育機関の目的，②教育課程編成，③下級及び上級の教育機  

関との接続といった観点から明らかにすることを意図した。   

まず手工ハイ・スクールについては，①入学要件としては，8年制初等学校修了を要求し，②  

教育課程については，実習と図画・製図を合わせて授業時間の半分を占めていたけれども，英  

語，数学，科学などのアカデミック科目の教授を重視しており，③実習については，トレード・  

スクールにおいて行われているように1つの職種に関するものに限定せず，木工，金工，機械  

工作などの様々な種類の実習を行う，④教育課程編成でアカデミック科目の教授も重視されて  

おり，高等教育機関への進学の途も開かれた教育機関であったということができる。   

これに対し技術ハイ・スクールの場合，手工ハイ・スクールと比較して，専門分化した教育  

が重視され，また外国語や歴史の教授を重視しない傾向が強い教育機関であった。技術ハイ・  

スクールの場合，下級学年の場合幾つもの種類の実習を行うなど手工ハイ・スクールと共通な  

教育課程編成がみられたけれども，上級学年においては特定の1つの分野に専門分化しその分  

野に関する実習を集中的に行う方式が取られていた。   

しかし教育課程編成をみると手工ハイ・スクールと比べて，外国語や歴史の教授は重視され  

ていなかったものの，数学，科学など技術や職業に関連するアカデミック科目の教授は重視さ  

れていた。この点で授業時間に占める実習のそれの比率が半分以上であり，アカデミック科目  

の教授を重視しなかったトレード・スクールなどの教育機関とはかなり様相を異にしたといっ  

てよいであろう。このような教育課程編成の特徴は，フォアマン養成とともに工業力レッジへ  

の進学準備教育も目的の一つとされたことも関係しているように思われる。   

総合制ハイ・スクールの職業課程も，①教育課程編成，②学校制度上の位置づけという点で，  

手工ハイ・スクールや技術ハイ・スクールと共通の性格を持っていた。総合制ハイ・スクール  

の職業課程も，その入学要件としては8年制初等学校の課程修了を求めていた。また教育課程  

編成をみると，ロサンジェルス市の総合制ハイ・スクールの職業課程にみられるように，やは  

り手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクールの下級学年の場合と同様，いくつもの種類の実習   
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を生徒に経験させる方針が取られていた。また授業時間数に占める実習のそれの割合も，一部  

の例外を除くと，1／3程度で手工ハイ・スクールと類似していた。   

以上のように手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクール，総合制ハイ・スクールの職業課程  

の場合，技術教育や職業教育に関する科目の教授を重視しながらも，「ハイ・スクール」という  

名称が示すように，①教育課程編成，②下級及び上級の教育機関との接続などの点で，性格的  

に既存のハイ・スクールと類似した面を持っていた。この点でNSPIEが設立をめざしたト  

レード・スクールや中間産業学校のように，既存の公教育制度から切り離され，中等教育の一  

環としての中等教育機関とはいえなかった教育機関と対比して，「中等教育としての職業教育」  

を施す教育機関であったとみることができる。ここで注意しておく必要があるのは，これら  

「ハイ・スクール」の名称を冠した教育機関が創設された都市の多くでは，①より実際的な職業  

教育を行ったり，②進級遅滞の状況にある者に対応する目的で，①トレード・スクール，②中  

間産業学校，③職業予備教育（prevocationaleducation）の課程など様々な職業教育機関が創設  

されていたことも指摘しておく必要があろう。   

最後に，手工ハイ・スクール，技術ハイ・スクール，総合制ハイ・スクールの職業課程の実  

態との関係という点から『中等教育の基本原理』の中等教育改革論の特徴をみておくことにす  

る。『中等教育の基本原理』は，①総合制ハイ・スクールを望ましい型の中等学校として推奨し  

たほか，②職業教育の内容については，総合制ハイ・スクールで提供できる範囲のものとの考  

え方を示し，③ハイ・スクールのいかなる課程の卒業生に対しても，高等教育機関の門戸を開  

くべきだと勧告した39）。   

しかし，この報告書を提出した中等教育改造委員会の前身であった「ハイ・スクールとカ  

レッジの接続に関する九人委員会」が1911年に出した報告書がハイ・スクールの卒業要件や  

カレッジの入学要件として受け入れるべきだと勧告していた単位数は，15単位中4単位までの  

範囲に過ぎなかった40）。この条件には手工ハイ・スクールや技術ハイ・スクールは該当するけ  

れども，授業時間の半分以上を実習に充てるトレード・スクールはこれに該当しなかった。こ  

のことをみてもトレード・スクールなどの教育機関は，「九人委員会」の後身である中等教育改  

造委員会の視野にははとんど入っていなかったように思われる。このことからみて『中等教育  

の基本原理』が念頭に置いていたのは，①総合制であろうと単独制であろうとあくまでも「ハ  

イ・スクール」の名称を持ち，②既存のハイ・スクールに近い水準のアカデミック科目を教授  

し，③それゆえに卒業生が高等教育機関への進学が可能とされるような教育機関であると捉え  

るのが自然であるように思われる。   

こうしてみると職業教育運動の指導者の一人であるD．スネッデンが，『中等教育の基本原  

理』の中等教育改革構想に対し，「現在のよりよい職業教育への現在の要求に関する社会学的・  

心理学的重要性を理解しようと努力してきた教育者」にとって「絶望的なほどアカデミック」  

であると批判した41）のもうなづける。この報告書に対する彼の批判は，単にこの報告書が単に  

総合制ハイ・スクールを推奨したことにだけでなく，教育課程編成に関する部分を含む同報告  

書の中等教育改革構想全体に向けられたものと捉えることができる。  

1880～1910年代のアメリカにおいては，①手工教育の振興をめざしたけれども，特定の手職  

に関する訓練は意図しなかった手工教育運動，②特定の手職に関する訓練を目的にするトレー  

ド・スクールなど既存の公教育制度から独立した職業教育機関の設立をめざした職業教育運動  

及びその影響を受けたスミス・ヒューズ法の制定，③手工ハイ・スクールや技術ハイ・スクー   
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ルなどの教育機関を念頭に置きながらも，総合制ハイ・スクールを望ましい型の中等学校とし  

て推奨した『中等教育の基本原理』が，それぞれ異なる教育理念を掲げ，異なる型の教育機関  

の設立をめざしてながらも，複雑に絡み合いながら，中等教育をアカデミック科目中心のもの  

から技術教育や職業教育を含み込んだものへと変革していったのであった。  
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